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1.はじめに

気象庁は， 1884年以降震度観測を行い，震度データは

過去の地震活動を知る上で重要な記録となってきた.そ

の中の一部はデータベースとしてまとめられていたが，全

国的に連続した期間でのデータベース化はされてこなか

った.筆者らはこれを一般に利用しやすい形態にするた

め，全国の気象官署の協力を得て 1926年以後現在に至

るまでの気象庁観測点の震度記録を整理し，データベー

スとして集約した.

2.データベースの作成

震度観測は，階級の変更，震度計の開発など様々な変

遷を経てきた(例えば鉢嶺(1989)).1997年以後は順次

各地方公共団体の震度データをとりこみ，現在に至って

いる(第l表). 1997年10月以降は，毎日業務的に，震

源要素，観測点コード，階級震度，計測震度とその発現

時，最大合成加速度とその発現時，及び各成分の最大加

速度を含む震度データをファイルにして更新・蓄積して

いる.

第l表気象庁震度観測の変遷

年 事柄

今回作成対象としたデータベースは， 1926年以降の気

象官署，気象庁震度計，臨時観測点， 1997年以降の地方

公共団体の震度データである.それ以前のデータや気象

通報所等のデータについては今後の検討課題としてなお

残っている.

今回のデータベースの作成で多くの労力を割いたのは，

業務的にデータベースの作成が始まる以前の1926年から

1997年9月までのデータである.幸いに東京管区気象台

管内気象官署以外の札幌 4・仙台・大阪・福岡の各管区気

象台及び沖縄気象台は，ほぼこの期間の管内気象官署の

震度を個別にファイル化したデータベースが存在し，こ

れを有効利用した.これらはその精度やメンテナンスに

差異はあるものの地震観測原簿に基づいたものである.

一方，東京管区気象台管内の気象官署については，地震

観測原簿，地震回数原簿，気象官署月報原簿に震度観測

データがあり，震度発現時刻と震度を各官署から報告し

てもらい，筆者らが震源とのマージ、作業を行った.時代

別，管区別のおおよその作業は以下のとおりである.

観測点数

1873年 震度観測の開始
1908年 ほほ現在の震度階級となる(7階級)

昭和初期 区内観測所等の震度観測
1949年 震度7を追加(8階級)

1970年頃~ 気象通報所等の廃止
1990年 計測震度計の展開開始

1994......95年 早期津波地震検知網の展開
1996年10月 震度階級の改訂

1997年10月 還元震度電報の発信開始
1997年11月 自治体震度の取り込み開始

現在(1999年10月) 30都府県を取り込み
将来 全都道府県を取り込み

*気象庁地震火山部地震津波監視課
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(1926 -1960年)

東京管区気象台管内ト現地官署から震度 1以上を観測

した時間(分位まで)を報告してもらい，気象庁月報震

源にマージ.

それ以外の管内 :上記のマージデータにさらにマ

ーン.

(1961-1995年4月)

東京管区気象台管内:気象庁験測値データ(ほぼ地震

月報の内容に相当する)から震度 1以上を観測した地震

と官署を抽出し，現地官署によるチェックを行った.

それ以外の管内:管区既存データと上記気象庁験測値

データと相違をチェック-L，違っていた場合，現地官署

の地震観測原簿に当たる.

(1995 -1997年9月)

気象庁験測値データ，地震火山概況及び計測震度電報

から作成.

データベースはこのようにして作成されたが，原簿類

の消失等で?ージできなかった観測点もある.

震源と震度データのマージの方法としては，気象庁震

源， ISC震源， USGS震源，震度観測時刻，震央距離や

地震のマグニチュード等を判断材料として関連づけるプ

ログラムを試行錯誤的に作成し，画面上で経験的に結び

つける方法を採った.特に1970年以前については一般的

に時刻精度が悪く， 5 ~10分ずれと考えられる震度デー

タも多く見られた.このほかに15分ずれ(おそらくドラ

ム1周分の読み間違いと考えられる〉 あるいは 1時間ず

れ(おそらく読み違いまたは打ち間違いと考えられる)

等のデータもあり，これらの時刻ずれは，周りの観測点

のデータ，あるいは時系列から推測することでマージを

行った.最終的な判断は，気象官署の地震観測原簿によ

った.また，震度発現時刻に対応する震源データがない

場合には，震源不明のまま時刻情報と観測点間の距離を

頼りにひとつの地震にまとめた.

なお，当該観測点が震度観測開始以前でもその前身の

区内気象観測所等のデータがある場合はそのまま残し，

後に述べる観測点ファイルの履歴で適宜目的に併せて使

用できるようにしてある.

これらは，パージョン管理され，復元・集積できるデ

/ータは随時取り込み，逐次更新していく体制をとること

とした.

一方，気象庁地震月報，地震火山概況等は，それぞれ

その時代に応じて有感地震数の計数方法が異なる.この

データベースとの計数に差異がある場合の主な原因と利

用に際しての注意を簡単に示ず.

「気象庁地震年報J(1885 ~ 1950年)， r気象庁地震月

報J(1951 年~1997年 9 月)

地震年報は主な地震について区内気象観測所の震度も

含めて記載されている.地震月報は，原則として地震計

のある官署の震度データ等について掲載している. 1983 

年頃から地震計のない官署のデータについても有感地震

回数を段階的に入れているが震源が決まらないような

地震の場合及び著しく有感地震回数が多い場合，有感と

なっても載せていないこ ιがある.また， 1993年頃~

1997年までの臨時の震度観測点データ， 1996年10月以

降の震度データは原則的に載せられていない.気象官署

の近くで、有感の情報があった場合には， r付近有感」と

し，有感地震数に計数されている.

「地震火山概況J(1964年 4 月 ~1997年 9 月)

1964年~1993年気象官署で有感となった地震はほ

とんど掲載されているが，局地的な地震で震源が決まら

なかった場合，また有感数が著しく多い場合，掲載して

いない場合がある.

1993年~1994年上記と同様であるが，臨時観測点

(例えば平成5年北海道南西沖地震後に設置した奥尻町奥

尻)が鞘虫で有感となった場合は掲載されていない.

1995年 1 月 ~1995年 4 月 12 日 津波地震早期検知網

(全国約150点)の地震計が震度4未満の場合は掲載され

ていない.また，平成7年兵庫県南部地震後に設置した

臨時の震度計データは掲載されているが，臨時観測点単

独の有感は，有感地震に計数されていない.

1995年 4 月 13 日 ~1996年 3 月 31 日 臨時観測点を含

むすべての有感地震データを掲載している.

1996年4月1日-..:.1996年9月30日 新たに整備した

震度計(約300点)の震度5未満のデータは掲載されて

いない.

1996年10月 1日以降~すべての有感地震データを掲

載している.

「地震・火山月報(防災編)J及び「地震・火山月報

(カタログ編)J (1997年10月以降)

震度データベースと整合している.付近有感について
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は掲載されていない.

今回のデータベースは，気象官署，気象庁整備の震度

計のデータ及び臨時観測データについて漏れがないよう

データをマージした.ただし 原簿類が消失した官署，

1994年 7 月~1995年4月の津波地震早期検知網の震度

4未満の震度データ 1996年 4 月 1 日 ~9 月 30 日の新

たに整備した震度計の震度5未満の震度データ，付近有

t 感については，入力されていない.

参考のために今回作成したデータベースによる有感地

震数の推移を第2表に示す.この表には観測期間外の観

測点や後述する回数だけのデータは含まずに計数しであ

る.

今回集約した震度データベースの内容は1926年~1999

年の74年間の圏内約7万四の地震で，のべ約15万の震

度を観測したものである.

3.気象庁震度データベースのフォーマット

気象庁震度データベースは震度加速度ファイルと観測

点ファイルから構成され，その形式は第l図及び第3表の

とおりである.震度加速度ファイルは震源レコードと震

度レコードから構成される.また，月，日，時のそれぞ

れまでしか震度観測の諸元が分からなかった震度データ

については回数で入力されている.

これらの形式は，今後の業務の変化によって変わるこ

とがある.特に現在震度計から刻々入電する電報のデー

タの中には，計測震度0.5未満(震度。)や卓越周期等

の情報が生かされていないものがあり，本稿作成時点で

はこれらを取り入れられないか検討している.

3-1観測点ファイル

すべての観測点(廃止されたものや臨時観測点を含む)

について， 7桁の地点番号が割り振られている.上5桁

は市町村コード，下2桁は観測点種別を表し，

00~19 気象庁整備の震度計，気象官署

20~29 気象庁以外の国が室釣請した震度計

30~69 地方公共団体が室許信した震度計

70~79 本データベース作成時点で震度観測が終了し

ていた気象官署または震度計

である.この他，情報発表用名称，緯度，経度，震度

観測履歴(始めと終わり)の並びとなっている.

気象官署毎に地震観測の歴史については， I地震観測業

務履歴J(1~7 ，気象庁観測部地震課， 1966 ~ 1967) 

にまとめられているが，震度観測については記述がない.

参考のために気象官署についての震度観測履歴の内容を

第4表に示す.

震度計の設置場所を移転した場合，原則として地点番

号を変更している.ただし 体感観測の時代に気象官署

が同じ市内等で移転している場合は利用の便を考慮し，

同じ地点番号とした(札幌，銀"路，大島等). 

3・2気象庁震度データベースファイル

いくつか利用上の注意を記す.

. 1926 ~ 1960年までは，気象庁震源。MAEP2)を無

感の地震も含めてすべて入力しである.これは，今後

のデータ追加・修正や区内気象観測所等のデータの入

力，震源再計算等に備えるためである.

A19990101122838170043412730161352651 021 97409329J 1111 _5189和歌山県北部

| ¥¥震源行

106 ~震度観測行

4411451?15igal)J 
階級震度 l ¥摩大合成加速度発現時刻(分秒)

計測震度 . 

第1図 気象庁震度データベースの震度加速度ファイルのフォーマット

フォーマットの例。 1行目は地震の震源要素等を格納した震源行。 2行目以降は有感観測点における要素を格納した

震度観測行。この型式で地震毎、繰り返し時系列順に並ぶ.
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第2表 気象庁震度データベース (veru.42) による最大震度別地震回数

年 2 3 4 5 6 7 不明 計

1926 560 89 28 7 2 010 o 686 
1927 856 188 63 11 5 210 o 1，125 
1928 530 127 40 9 3 010 o 709 
1929 506 110 36 6 2 010 o 660 
1930 937 157 60 20 10 o o 1.185 
1931 793 198 55 16 3 010 o 1.065 
1932 509 117 36 5 01 0 o 668 
1933 611 144 47 4 3 01 0 o 809 
1934 414 103 34 4 o 01 0 o 555 
1935 519 116 40 5 010 o 681 
1936 411 120 32 3 3 01 0 o 569 
1937 445 116 40 11 01 0 o 613 
1938 928 212 85 6 6 010 1，238 
1939 518 142 44 6 2 010 713 
1940 475 123 43 7 o 01 0 。 648 
1941 405 195 41 4 o o 647 
1942 416 183 47 8 010 o 655 
1943 1，819 330 118 20 2 o 3 2.293 
1944 726 225 68 14 o o 1.035 
1945 629 234 63 14 2 010 o 942 
1946 521 213 64 5 010 。 804 
1947 618 261 74 4 01 0 o 958 
1948 570 218 48 3 。 o 471# 1，311 
1949 492 199 59 3 o 010 o 753 
1950 695 199 38 5 o 010 o 937 
1951 700 200 54 5 。 010 o 959 
1952 766 249 50 9 010 o 1.075 
1953 617 220 56 2 010 o 896 
1954 550 197 52 7 o 010 o 806 
1955 492 175 52 7 。 010 。 726 
1956 458 186 57 9 o 010 o 710 
1957 390 191 56 5 o 010 o 642 
1958 379 176 57 2 2 010 o 616 
1959 397 179 53 8 o 010 。 637 
1960 394 170 50 12 o 010 o 626 
1961 508 229 64 19 010 o 821 
1962 845 467 122 31 3 010 o 1.468 
1963 398 189 61 8 010 o 657 
1964 534 281 68 17 010 。 901 
1965 413 209 77 23 o 010 o 722 
1966 1，902 708 238 48 10 0'1 0 o 2，906 
1967 483 238 86 13 010 o 821 
1968 940 418 138 21 7 01 0 o 1，524 
1969 455 215 80 10 o 010 o 760 
1970 538 275 83 8 3 01 0 o 907 
1971 355 210 70 9 01 0 o 645 
1972 465 242 107 14 o o 830 
1973 517 278 72 12 3 01 0 o 882 
1974 575 214 72 12 2 01 0 。 875 
1975 417 187 53 12 010 o 670 
1976 324 165 67 5 。 010 。 561 
1977 430 190 60 11 o 010 o 691 
1978 668 290 106 31 3 010 o 1，098 
1979 361 143 64 7 o 01 0 o 575 
1980 508 213 65 13 01 0 。 800 
1981 324 127 49 11 010 o 512 
1982 468 220 64 9 o o o 762 
1983 737 291 92 22 2 010 。1，144 
1984 732 357 143 35 010 o 1，268 
1985 422 193 54 11 010 o 681 
1986 716 367 123 34 4 010 o 1，244 
1987 438 215 70 12 8 010 。 743 
1988 510 241 79 11 o 010 。 841 
1989 648 277 109 10 010 。1，045 
1990 426 223 86 16 o 01 0 O 751 
1991 892 307 104 27 o 01 O. 。1，330 
1992 1，102 620 206 44 8 010 o 1，980 
1993 1，014 441 108 29 4 o o 1，597 
1994 490 213 87 23 210 o 816 
1995 1，197 584 167 50 5 o o 2.004 
1996 731 336 66 23 8 01 0 o 1，164 
1997 1，188 434 129 30 9 o 。1，791 
1998 1.000 374 118 27 1 o o 1.521 
1999 641 278 81 20 3 010 o 1，023 
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1，045 
750 

1，329 
1，979 
1，301 
778 

1，902 
1，164 
1，791 
1，521 
1，023 

本:地震火山概況，地震津波防

災季報，地震火山月報による値

#:ほとんどが福井地震におけ

る福井地方気象台の震度デー

タ(有感時刻のみ)
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第3表 気象庁震度データベースのレコードフォーマット

02-05 14 
06-07 12 
08-09 12 
10由 11 12 
12-13 12 
14-17 F4.2 

18-21 F4.2 
22-24 13 
25-28 F4. 2 
29-32 F4. 2 
33-36 14 
37-40 F4. 2 
41，..44 F4.2 
45-49 F5.2 

55 

58 
59 

60 

62 

西暦

月

日
時
分

秒

標準誤差(秒)

緯度(度)

緯度(分)

標準誤差(分)

経度(度)

経度(分)

標準誤差(分)

深さ (km) 

13， 2X 

Al H 

Al H 

Al 使用走時表

Al 震源評価

Al 最大震度

79 

63 Al 被害規模 字津が定めたところによる被害規模

壁や地面に亀裂が生じる程度の徴

小被害(火山などの特殊な場所の

地割れなどは除く)

2 家屋の破損，道路の損壊などが生

じる程度の小被害

3 複数の死者または複数の全壊家屋が

生じる程度(ただし4には達しない)

4 死者20人以上または家屋全壊 1千

戸以上(ただし 5には遣しない)

5 :死者200人以上または家屋全壊 1
万戸以上(ただし 6'(こは達しない)

6 :死者2千人以上または家屋全壊10万
戸以上(ただし 7には遣しない)

7 :死者2万人以上または家屋全壇 10 

o万戸以上

字埠が定めたところによる津波規槙

波高50cm 以下

2 :波高 1m前後

3 :波高2m前後

4 :波高4......6m
5 :波高 10......20m
6 :波高30m以上

震央地名ファイルによるところの震

央地域番号

64 

65 

66-68 13 
69-92 A22 
93-95 15 
96 Al 

A1 津波規模

震源レコード

欄型 項 目 名 内容

01 A1 レコード種別ヘッダ A:震源レコード

B:群発地震時の震源レコー

ド
D:震源が離れた地震の組の

震源レコード

C:コメントレコード

オリジンタイムの西暦
H 月

"日
H 時

H 分

秒

H 標準農差(秒)

鹿央の緯度(度)

f/ 分)

H の標準誤差(分)

震央の経度(度)

f/ 分)

H の標準誤差(分)

深さフリーの条件で計算した

時の震源の深さ (km) 

深さ固定または lkm刻みの

条件で計算した時の震源の深

さ(km)

50-52 F3. 2 標準誤差 (km) 震源の深さの標準誤差 (km). 

深さ固定または km裏IJみの

条件で計算した場合は空白

53-54 F2.1 マグニチュード 1 気象庁が計算したマグニチュ

ードまたは ISC等が計算し

した実体波マグニチュード

種別 J : J MA  

B:MB 
S : M S 

56-57 F2. 1 マグとチュード 2 USGS等が計算した表面渡マグニ

チュード

種別 S : M S 

気象庁が震源を決定するため

に使った走時表の種類.

他機関の場合空白.

標準走時表

2 :三陸沖用走時表

3 :北海道東方沖用走時表 II欄
4:千島列島付近用走時表 1101 

震源を決定するにあたっての

初期条件.不明の場合空白

深さフリー

2 :深さ lkm刻み

3 :深さ固定等，人の判断 1104 

による 1 105 
4 : Depth Phaseを用いた 1106 F3. 1 

7 :参考 1 107 
8 :決定不能または不採用 1108 

この地震における最大震度 1 109 

震度 111 0 
2 :震度2
3 :震度3
4 :震度4

5:震度5(1996年9月まで)

6:震度6(1996年 9月まで)

7 震度7
A:震度5弱

B:震度 5強

C:震度 6弱

D:震度 6強

11 震央地域番号

震央地名番号 H 震央地名番号

震央地名 情報発表に使用した震央地名

観測点数 震度 1以上を観測した観測点の数

レコード種別フラグ K:気象庁月報震源

S:参考震源

N:震源未決定

U : USGS 
1 : ISC 

H:震度観測時刻が時間単位ま

でのデータ

D:. f/ 日単位ま

でのデータ

M: H 月単位ま

でのデータ

震度・加速度レコード

02 
03 

11 

12 

13 F3. 1 
14 Al 

型

17 
項目名

観測点番号

内容

震度観潤曲の地点番号

code_p. datで与えられる.

空白

第 1相の時刻，または震度計ト

リガ一時刻

Al 
12 発現日

12 
12 

発現時

発現分

発現秒

震度

震度(計測値)

空白

気象庁震度階級による震度

空白

震度計による小数点 1位までの震

度.//は欠澗.

空白

最大加速度(合成値)を観測した

時.//は欠濁.

" 
" 
" 

-
E
a
-
E

，
 .. ，nJι 

A
円

a
l
畠

A
a
t

Al 

12 最大加速度発現分

最大加速度発現秒 H 

空白
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15 15 

16 Al 
17 Al 
18 15 

19 Al 

20 Al 

21 15 

22 Al 

23 Al 

24 15 

25 Al 
26 A35 
27 Al 

最大加速度(合成値)単位o.1ガル
/////は欠測.
空白

指示フラグ N 
最大加速度(南北成分)単位0.1ガル

/////は欠測.

空白

指示フラグ E 

最大加速度(東西成分)単位O.1ガル

/////は欠測.

空白

指示フラグ U 

. (ga I=cm/s事2)

(gal=cm/s本2)

(gal=cm/s叫)

最大加速度(上下成分)単位O.1ガル (ga I=cm/刊の
/////は欠測.
空白

空白

事 ただし，震源レコードのレ
コード種別フラグがM.札Dの
場合.
空白 (それ以外)

28 15 観測回数ただし，震源レコ

観測点ファイル

ードのレコード種別フラグが
飢比 Dの場合.
空白 (それ以外)

レコード形式:テキスト(タブ区切り)

ひとつの観測点につき 1レコードで構成される.

1レコードの並び

01 17 観測点番号 観測点固有番号上5桁は市町村コ

ード

02 震度発表名称 情報発表時に使用する名称

。3 14 観測点緯度 観測点緯度(度分)

04 15 観測点経度 観測点経度(度分)

05 14， 412・観測開始年月日時分

不明の場合は鼓当する項目に"

が入力されている.

06 14， 412 観測終了年月日時分

不明の場合は誌当する項目に 99

が入力されている.継続している場

合は空白

-気象官署の地震(震度)観測開始前のデータも，その

前身が区内気象観測所等である場合は，そのまま入力

している(相川，津山，山口等). しかし，気象官署

になる前のデータはその連続性において疑問もある.

連続的な利用(例えばある地点における震度 1以上の

地震の推移を見ること等)に関しては，観測点ファイ

ルの履歴を参照し，その観測期間内で利用されたい.

.震源については，気象庁震源がある場合はそれを優先

し，次いで， ISC震源， USGS震源，、気象庁参考震源

の順で採用した.また，最近のデータについては，業

務的に行われている一時的な震源(還元震源)が入力

されているが，本稿作成時点では1998年12月まで気

象庁震源に置き換わっており，今後も順次置き換え作

業を行う予定であるL

・松代群発地震時(1962年:....)の精密地震観測室(松

代)の震度データ(約5万四)は，そのほとんどが回

数で;入力されている.隣接した長野地方気象台のデー

タについてはこの期間もすべて入力されている.

-戦時中・戦後の一時期 (1944-1946)は，観測が困

難であったことから所々で観測を休止している.これ

は観測点の履歴には含まれていない.

-震度行の並ぴは，震度階級が大きい観測点~小さい観

測点}I慎，同じ震度階級の場合は地点番号カ河、さい観測

点~大きな観測点順に並んで、いる.

・震度に対応する震源が求まっていない場合の震源は，

一番上の震度行にある観測点の緯度，経度を便宜的に

与えている.

-震度行に震度不明を含む場合震源行の最大震度は震

度不明を震度 1として扱っている.
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震度扇詞肩書
|侶震度発表名|現在の震度発表名称l震度観測関|了{空白は
紘 柏 1量童館由、

備考

札幌
函館
森
江差
小縛
倶知安
寿郵
宕見沢
旭JII
羽幌
留萌
稚内
~t見伎幸
網走
紋別
雄武
室蘭
苫小牧
浦河
織広
広尾
釧路
線室
青森
深浦
八戸
むつ
宮古
大船渡
盛岡
水沢
石巻
仙台
秋田
酒田
新庄
山形
緬島
白河
小名浜
若絵

水戸
筑波山
柿岡
日光

足尾
宇都宮
前樋
熊谷

秩父
銚子
千葉

館山
宮崎
膨浦
東京
大島

新島
三宅島
八丈島
鳥島
父島
横浜
高田
新潟
相川

富山
伏木
鎗島

金沢
編井
敦賀
河口湖
甲府
長野
松代
松本
諏訪
経井沢
隆井沢l日
飯田
高富山
岐阜
網代
伊東
石廊崎

沼海

|三島
大宵

奈

ば

町

鎗

町

町

豆

町

抽

開

条

町

町

か

渡

五

回

浜

木

主
ー
台
姥
町

1

条

通

条

本

E

町

ら

条

通

町

崎

船

町

)

区

館

岡

地

町

名

材

}

詞

一
蹴
一
訓
告
↑
酬
一
課
一
川
崎
一
附
畑
鵬
一
判
例
一
柳
一
蹴
一
昨
札
制
一
則
一
跡
的
向
…
鰍
一
畑
一
郡
一
釧
船
一
献
一
此
町
駅
間
…
阻
む
勝
一
町
一
献
一
肌
琳
帥
第
一
一
問
時

一
中
市
森
江
市
安
町
沢
市
町
市
市
枝
市
市
町
市
牧
町
市
町
市
市
市
町
市
市
市
渡
市
測
市
宮
市
市
市
市
市
市
き
若
市
測
町
市

一
幌
館
島
山
樽
知
都
見
川
幌
萌
内
谷
走
別
武
蘭
小
河
広
尾
路
室
森
浦
戸
つ
古
船
岡
観
巻
台
回
回
庄
形
島
河
わ
湾
戸
観
郷
光

在
函
渡
槍
小
俣
寿
岩
組
羽
留
稚
宗
網
紋
雄
室
苫
滞
帯
広
銅
板
背
深
八
む
宮
大
盛
{
石
仙
秋
酒
新
山
纏
白
い
会
水
{
八
日

1876 
1873 
1938/2 
1941 
1943 
1944 
1884 
1947 
1889 
1921 
1943 
1938/1 
1944 
1890 
1956 
1947 
1923/6 
1942 
1927 
1894 
1958/1/1 
1890/4/1 
1880 
1882 
1940 
1936/7 
1935 
1923/1 
1963/7 
1923/9/1 
不明
1888/1 
1926/10/1 
1921 
1937/1 
1957 
1890/1 
1889 
1941/1 
1923/7 
1953 

1897/1/1 
不明
1926/5/1 
1943/10/1 

{観測終了不明
宇都宮市明保野町 11920/1/1 
前橋市昭和町 11897/1/1 
熊谷市伎町 11897/1/1 
秩父市近戸町 11926/1 
銚子市川口町 11904/1 
千葉中央区中央港 11953/7/18 

館山市長須賀 11923/4 
(観測終了不明

勝浦市盛名 11926 
東京千代田区大手町11898/1
伊豆大島町元町 11938/10/1 

{観測終了不明
三宅村神着。 11942
八丈町大賞郷 11907/1/1 
(観測終了不明

小笠原村父島 11974 
機首走中区山手町 11897/1 
上館市大手町 11922/2 
新湯市幸西 11886 
新湯相川町三町目 11939/11 

富山市石坂
高岡市伏木
鎗島市lil至町
金沢市西念町
福井市笠島
教賀市松栄町
河口湖町船誇
甲府市飯田
長野市箱清水
長野市総代
絵本市沢村
諏訪市湖岸通り
笹井沢町追分
{観測終了}

飯田市馬場町
高山市鋼生町
敏阜市加納二之丸
熱海市網代
{観測終了}

南伊豆町石廊崎

1933/1 
1886 
1929/4 
1887 
1926/1 
1897/10/1 
1933/1 
1896/1 
1916/1 
1949/5 
1926/1 
1945 
1926/4 
不明
1899/1 
1899/5/11 
1883 
1931/3 
不明
1939/6/1 

1968 

1976/3/31 

不明

同
リあ転移舎庁の

、度の
4

4

中途足発t

内

レ

以

と

l

所

土

究

久

間

制

り

り

り

り

り

り

む

り

り

り

あ

り

あ

あ

あ

あ

あ

あ

酎

あ

あ

あ

が

あ

転

転

転

転

転

転

回

転

転

転

転

転

移

移

移

移

移

移

悶

移

移

移

移

移

舎

舎

舎

舎

合

合

則

合

舎

舎

舎

舎

b
H
庁
庁
斤
斤
庁
昌
一
コ
庁
庁
庁
庁
庁

一
の
の
の
の
の
の
討
の
の
の
の
の

重

度

度

度

度

度
M
W
度

度

度

度

度

亙
4

1

1

1

3
八
3

2

1

2

1

雨

中

中

中

中

中

ω中
中

中

中

中

盃

途

途

途

途

途

目

途

途

途

途

途

設施の県
今
」
申

ら

前

か

り

茶

よ
晦

川
A
H
V
 

転

八
移

幻

の

印
E
 

L
E晶
、

川
刊
り

は

あ

回

転
1

移

ち

舎
う

庁
、
の

り

り

り

り

り

り

度

あ

あ

あ

あ

あ

あ

6

転

転

転

転

転

転

中

移

移

移

移

移

移

途

舎

舎

舎

舎

舎

舎

、

庁
庁
庁
庁
庁
庁
明

の
の
の
の
の
の
不

度
度
度
度
度
度
は

1
1
1
2
2
2
年

中

中

中

中

中

中

“

途
途
途
途
途
途
川
口

f図名郷J(J 970/4/17より前の名称)
途中 l度の庁舎移転あり
途中 l度の庁舎移転あり

観測開始日時不明、データは1960年以降
1943年は不明、途中 l度の庁舎移転あり野蒜J(J 887/9/1より前の名称}

t ・途中 1度の庁舎移転あり
1926年までは鍾度不明、途中4度の庁舎移転あり
途中 1度の庁舎移転あり
途中 1度の庁舎移転あり
途中 3度の庁舎移転あり
途中 1度の庁舎移転あり

1926年までの原簿は消失、途中 1度の庁舎移転あり
1953/8/1猪苗代測候所から移転、猪苗代時代のデータなし
『務商代j (J953/8/1より前の名称)
1918年までは震度不明

「中宮詞J(J968/3/30より前の名称)
宮署創立以前の震度データが1927年から含まれる

途中 2度の庁舎移転あり

途中 1度の庁舎移転あり
途中 6度の庁舎移転あり
宮署創立以前の重量度データが1933年から含まれる
途中 3度の庁舎移転あり
途中3度の庁舎移転あり、 1968/3/31宮崎から移転

1968/3/31 11968/3/31館山に移転
途中3度の庁舎移転あり
途中3度の庁舎移転あり
宮署創立以前の震度データが1928年から含まれる
途中 1度の庁舎移転あり

1991/3/31 1宮署創立は1943年だが.霞度データは1962年と1983年以降のみ

1965/11/15 

1913年までは震度不明、途中 2度の庁舎移転あり

1925年までは鍾度不明、途中 31lの庁舎移転あり
観測関始(J939/1 J)以前の震度データが1930年から含まれる
途中 1度の庁舎移転あり

途中 2度の庁舎移転あり
途中 3度の庁舎移転あり
途中 2度の庁舎移転あり
途中 3度の庁舎移転あり
途中 2度の庁舎移転あり
「船湾j () 968/3/30より前の名称}

途中 2度の庁舎移転あり
途中 1度の庁舎移転あり

途中 1度の庁舎移転あり

『追分j (J 96414/1より前の名称}
不明 l'il署廃止()964/3/3 J)以後の霞皮データが1964年11月まで含まれる

途中 1度の庁舎移転あり
1915年までは鍾度不明、途中 1度の庁舎移転あり
途中 3度の庁舎移転あり

1949/10/311宮署廃止()964/ 1 0/3 J)以後の鍾度データが1960年まで含まれる
観測開始(1939/6/1)以前の震度データが1926年から含まれる
「長害事呂j (J968/3/30より前の名称}

{観測終了不明 11939/10/31 
三島市東本町 ι 11930/6/1 I 
(IU測線7) 不明 I不断
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信醐前現在の箆度発表名称1:度観測関 備考

1940/1 

宮官署屠創創立立ののののの亀四{《(111庁庁庁庁9庁99山日334舎舎舎市舎02舎か7///移移移移移にOら//伝転転伝伝喜移以1l多〉3あああ転あ}伝あ前以以の前りりりりり前♂箆のの度窟震I度デ度デーデーターがタタが1が93193年29年かから含ら含まれまれるる

前崎 1932/4/1 

伊浜名総古良湖
18826//1/2/l 1 

宮途途途途196署中中中中6創/33114度度度8J立EI 1921年から含まれる

1946/3/13 

津四日屋市
1926/1 
1966 
1920/1 

亀上野山 1937/1/13 
不明 1966/3/31 途196中6/24度/1 

伊尾彦線鷲吹山
不明

18934 3/ 
1933/1/1 1989/3/31 

舞鶴 舞鶴市中下縮井 1947/1 

途途途中中中 711度度度ののの庁庁庁舎舎舎移移移転転転ああありりり、 1930/8/25より前は県の施設
京都 京都 京区西ノ京前 1885 
大阪 大阪中央区大手 1882/1 

豊神岡戸 豊岡市中桜町 1922/1 途中 2度の庁舎移転あり
神戸 央区宿脇浜 18979// 1/1 

姫路 姫路市今 1949/1 途中 1度の庁舎移転あり
洲本

洲奈本良市市小半路田谷関町 19109/ /1 
奈良 1920/1 「八木J(1942/3/30より前の名称)、 「復原J0953/4/1より前の名称}

和潮歌岬山
和鳥串敏本取町市山市潮吉男岬方野芝

1879/9 
1912 

鳥取 1943/1/1 宮署創立o943/I/1)以前の震度データが1930年から含まれる
途中 1度の庁舎移転あり

米境子
米境子港市市市市大博東商g本事辻ea 町町

1939/6 
1887 途中2度の庁舎移転あり

松浜江田 総浜江田市 町田
1940/12 

途中 1度の庁舎移転あり1893/1 
西郷 商郷町西町 19403/ /12 
津山 津山市林田 1943/2/1 

宮途宮署署中創創3立度立の(19庁944舎32//移2l//転l1)} 以前の震度データが1927年から含まれる岡山 岡山市市桑絵田町町 1902 
(1 あ以前りの震度データが1927年から含まれる徳山 福山 永 1942/1/1 

途中 l度の庁舎移転あり、 「総永J0970/4/17より前の名称}
広島

広呉徳市島島宝市中大町区和上八町丁組
1920/1 

途途途中中中237 度度度ののの庁庁庁舎舎舎移移移転転転あああ りりり呉 1894 
徳島 1891/7 
剣山 {観測終了} 1950/6 1995/3/31 
高給 高松市伏石町 1941/4/1 官署創立(1941/4/1}以前の震度データが1927年から含まれる

松多度山告書
松字多和度山津市島町北市持住家吉図中町町

1893 
1890/1 

途途中中 11度度のの庁庁舎舎移移転転あありり字和島 1922/5 

室高戸知岬‘ 室高戸知市市室本戸町岬町 1928?// l 
1927/1 

宿清毛水 宿土萩佐毛市市清組片水内市島足掴岬
1943 

1993408//92//2l 9 
萩 1948/2114 

山口
山(観口市測終周布了} 1966//43// l 

防府 1946/3/13 1969 

下関 下関市竹崎 1922/3 

福岡 領飯塚岡市中央川区島大濠 18901// 1/1 
飯塚 1931/7/22 

佐佐世賀保 佐佐世賀保市駅市大前黒中町央 1891// l 
1946/3/13 

平戸
平長戸崎町市市岩の上手町 1939/71l// / 1 1 

長鱒
小浜 南雲仙山 18783// 1 

雲仙岳 1923/1/1 

福阿鎌省熊人牛原江江a本吉深E山 笹裾熊人白牛《江観原本吉深水町測材市市市市屋木京鍵援牛中松原極町本深了町} 町町 11IIl1189'a'9S時862Sm4624291//A///5T361/J/J/1J3I t 1 t s 0 
1962/4/30 

大分
大延自分国岡市市市三天長浜本神総小路

1888 

延日田岡 1942//84// 17 
1961/4/1 

池宮添崎 宮崎南市市和消知川原
日南 海

1994 22 
1947/4/30 

書鹿E嫌児島 書鹿官城児島市市菖蒲東原部元
1941/4/1 
1885 

枇阿崎久板 枇阿崎久根市高市赤見町瀕川
1924/1/1 
1939/1/11 

宮宮途署署中創創2度立立の(1庁93舎97//移lI/o伝nll)あ8)以以り前前のの震震度度デデーータタがが19I27年から含まれる種子島
西上之屋久表市町西小之額表回 19477//51/0/29 2 

屋久島 1937/10/28 (¥ 937/10/28) W.Ii1JO)Ilm:T-:$' tJtJ 929年から含まれる

名溜 名海市港町 1897/1 
途途途途途中中中中中61111 度E度度度庄ののののの庁庁庁斤庁舎舎舎舎舎穆移移移穆転転伝転伝ああああありりりりり沖永良郎

和名温仲商鹿里大泊覇村京町市市村園宮橿樹在瑚里j名11雪所量

1953/1/1 
名趨 1972 
沖縄 1890/7/1 

久南宮米大古島東島島
1959 
1957 

喜益途1岡中P411蜘度度度ののの庁庁庁庁舎舎舎舎腕毒穆穆事転転伝ああありりり、 『八重山』【 (19/TU12SJJ125よよりり摘前のの名名徳祢}} 
平良市下里 1938 

石嶺島 石竹垣宮市受野総 1896 

臨宣昼 町西表
l1l9制57 2 あり、 f租納J()967/12/15 

-82-



気象庁震度データベースの整備の及び活用例について

4.気象庁震度データベースの活用

過去，部分的なデータベースが作成されてきたにもか

かわらず，十分に活用されなかった理由は，業務ベース

の仕事にならなかったこと，電子媒体等の利用しやすい

形態となっていなかったことに加えて，活用の方法が示

されていなかったことにあると考えられる.

このデータベースは，気象庁地震業務の基礎資料にな

るほか，以下の方面の調査に役立つと考えられる.

①地震活動の長期的または詳細な把握

②震度分布の類似性を用いた過去の地震の地震像の把握

③地殻の減衰構造の把握

④地震による揺れの簡単な予測

また，体感の時代からの連続性の確認，必要であれば，

震度と被害の相関(気象庁震度関連解説表)を部分修正

する等の資料として活用することができる.

これだけで尽きるものではないが いくつかについて

活用例を示す.

4.1余震活動の調査

余震活動の解析を行う場合に均一な(検知下限が分

かっている)震源データを用い，改良大森公式(宇津，

1957)に当てはめるやり方が主流である.古い時代の地

震の場合は，震源データが均一に求まっている場合が少

ないので，本震付近の観測点で有感となった時刻データ

を用い，このデータセットで解析を行うことができる.

Qgata (1983)は同様の方法で、余震活動の開斤を行っ

ている.この例と本データベースを用いた解析結果を第2

図に，その他の本震-余震型の活動を解析した例を第3

図，第4図に示す.

第2図の両者の結果はよく似通っている.細かいとこ

ろを見ると，後半の二次余震が本データベースの解析で

は顕著にでていない.これは， Qgata (1983)が気象要

覧(区内気象観測所のデータも掲載されている)を用い，

本データベースはそれを用いていないためと考えられる.

第3図，第4図は，気象庁震源がほとんど求められて

いない2例である.気象庁震源は部分的に再計算され，

その一部が発表されている(例えば漬田， 1990)が，全

体的には余震まで含めて求まっているデータセットは限

られている.余震活動の解析を網羅的に行うには，本デ

ータベースが現時点では利用しやすい.解析の結果は良

好であり，特に C値(余震活動の遅れを示す正の定数)

が0.1(日)以下に求まっており，最近の解析(例えば瀞

83 

岡県， 1993) と比較しても信頼が置けることが分かる.

4.2内陸地域における地震活動度の調査

気象庁の地震検知力は年々向上している.古い時代か

ら均一的に地震活動を見る場合に過去の検知力に合わせ

るとマグニチュードの下限は大きくなる.一方，現在は

一部の地域を除いて震度 1以上を観測した場合には精度

良く震源が求まるが過去のデータは震源が求められて

いない場合が多い.このたの 震源が決定されていない

場合に，津村・川口(1997)による震度の重み付き重心，

を用いて仮の震央を求めた.このことにより，長い期間

の地震活動の様相をほぼ均一にとらえることができる.

第5図は，震源データがない場合，震度の二乗分の重み

を観測点座標に与えた重心により仮想震源を求め，表示

したものである.この方法は内陸の地震に対して有効で

ある.

熊本付近は地震活動が定常的に見られる地域であり，

1886年の熊本地震 (M6.3)では多くの被害があった.

1999年10月-11月にM4.l(最大震度4) を最大とする

地震活動があり，活動の活発化が懸念された.第5図は

その活動を含めて過去から表示したものである.本デー

タベースによる矩形内の活動(地震回数積算図)を見る

と1999年10月-11月の活動が特段突出したものではな、

いことが分かる.

4.3 地震波減表構造の調査

地震波減衰構造の推定にはいくつかの方法がある.

Hashida and Shimazaki (1987)，中村他(1994) は，

気象庁震度データを用いブロックインパージョン法によ

り日本の地殻の地震波減衰構造を計算した.この方法を

適用し，今回作成した震度データベースを用いて東北地

方の地震波減衰構造を求めた.

Hashida and Shimazaki (1984)の方法は，対象とす

る領域を 3次元の各ブロックに分割し，それぞれのブロ

ックのQ値と各地震毎の震源における仮想加速度を未知

のパラメータとした.波線の各ブロック伝播時間，震度

を既知とする.実際は震度を河角 (1943)の式で加速度

に置き換え，振幅情報として用いている.しかし， Qに

周波数依存性は少ないこと，表層の地震波振幅増幅率を

2.0とすること，波動の卓越周波数を1.0Hzに固定する等，

いくつかの仮定を設定している.今回整備した震度デー

タベースの1997年以降のデータは最大加速度振幅値が得

口
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震度データベースを用いた余震解析 (1) 1927年 北丹後地震 M7.3
上:OGATA (1983)による北丹後地震M7.3の解析例.2つの二次余震を想定した最尤法による解析.p = 1.009 
下:本データベースによる解析.実線はひとつの改良大森公式を当てはめたときの最尤推定値.一つ目の2次余震

(→の位置)が示唆される.K，p， c = 47.35171， 0.03733， 0.98069 N = 425 
この他にUtsu(1969)がcp=O.l， 1.1を得ている .Kは，余震のMの敷居値が不明のため，直接他の活動と比較す

ることができないが，今後の震源再決定作業などにおいて余震のMがある程度分かれば意味のある数字となる.
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第4図 震度データベースを用いた余震解析 (3) 1936年奈良県地方 M6.4

震央分布図は，気象庁震源， M-T図は矩形内の震源 (16個)

， kcp = 5.33401 0.05053 1.16223 N = 32 
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第5図 震度データベースを用いた地震活動解析例

熊本地方気象台における震度1以上を観測した地震を震央分布図に表示した.震源が求まっていない場合は，地震毎

に震度の重みをつけ仮震源を与えている.震度l以上を観測した図から 1999年 10-11月の活動は特段活発なものでは

なく，通常レベルの活動であったことが分かる.なお，表示期間の震源データにおける有感フラグを用いた識別は，

フラグがない期間もあり 期間を通じて用いることができない.
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られているので，河角(1943)の式を用いて震度から加

速度を換算する必要はない.また，卓越周期は計測震度

(小数点震度)と最大加速度から推定する方法をとった

(注).一方，震度観測点は Hashida'and Shimazaki 

(1987)が使用したデータに比べ約10倍の観測点密度に

なっているが，観測期間はまだ3年程度なので地震数は

少ない.

方法は以下のとおりである.ある地点で観測されたあ

る地震の最大加速度 a (gal)は，

a=  S' G' g'exp{-π 'f 'i:.(むIQJd} (1) 

として表すことができる.Sは震源における仮想加速度

(gal) ， Gは幾何減衰項 gは表層の減衰率， fは地震波

の周波数 (Hz)，TKはK番目のブロックの伝播時間

(sec) ， QK はK番目のブロックのQ値である.また， J 

番目の地震の震源における仮想加速度SJとQKの初期値

をSO]とQOK，初期値から計算されるI番目の観測点での

加速度を a~J' 実際の加速度を aもとすると，

実測加速度:

aO
IJ=あ'G・g'exp{一π'f'i:.(九rJ(IQJd} (2) 

計算加速度:

a cIJ= 80/ G' g 'exp{-π. f 'i:. (TIJKIQoJd} (3) 

とおける.両者の比の自然対数をとると，

1 n ( a olJ I a c/J) = ln(あ18.ω)一 π.r ~(QK"l -QOl/) T/JK 

官、~-1'、、

、ー、-1..， 

(4) 

r/J = ln(ao/JI aC/J)' sJ= SJISOJ' OqK-
1 Qi1 -Qoi1 

とおき，観測方程式を d Gmとした場合，それぞ

れは

d [1!1' r zl • …. rS1' r 12. …• r~2' …，…• r SM'] 

111 [I n SI'…. ln SM d Ql-l.…， d QK-
1
] 

(6) 

一πfT11¥…-πfT K1¥ 

G =1 

一πfT¥)1…一πfTK
則

(7) 

とおくことが，残差を最小にするようなQk及び震源

における仮想加速度SJを求め これを初期値としてイタ

レーションを行う.

この方法を用い，地震数約600，波線数約5，000のデー

タを用いて得られた 東北地方の地震波減衰構造が第6

図である.東経138.5
0

--143.0
0 

，北緯37.0
0

--41.5
0 

， 

深さ 125kmまでを 0.5
0 

x 0.5
0 

x 25kmのブロック

405個について求めた.地震波は， Hashida and 

Shimazaki (1987) と同様， S波と仮定し3.8km/secの

半無限とした.

青色がより高いQを赤色がより低いQを表す.白色は

未言十算ブロックである.深さが0--25kmで、はhighQが

太平洋側に列島に沿って分布するのがわかる. 深さO

--25kmと25--50kmの層で、は全般的にhighQだが，そ

の下の深さ50--75km，深さ 75--100kmでは，太平洋

側の領域が相対的にhighQとなることがわかる.ただ

し， 75km以深では波線が通らない領域があり，解が計

算されていない. 100km --125kmの領域は波線数が少

なく，解は安定していない.深さ25--75kmまでの太平

i羊側の相対的なhighQは，太平洋プレートの沈み込みに

伴う地震波減衰の小さい領域を反映していると考えられ

る.蓄積されたデータ数が少ないため，深部を通る波線

数が少なく，これより深い層の構造は求めることができ

なかった.中村他 (1994) によると， 30km以下の層で，

東北地方の脊梁山地より太平洋側でhighQで，深くなる

に従ってhighQ領域が日本海側に広がるという結果が出

されている.今回は50--100kmでは，同様に太平洋側

(5) でhighQという結果が得られた.今後データの蓄積を待

って，より深部の詳細な減衰構造を明らかにする.
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図6 震度データによるインバージョン法

を用いた東北地方の地震波減衰構造

138.5 0 E ~ 143.00 E， 37.00 N ~ 
4l.5

0 

N，深さ o~ 125kmを

0.5
0 

x 0.5
0 

x 25kmのブロ ックで

分割した。深さ o~ 25kmと25~ 
50kmの層では全般的に highQだ

が，その下の深さ 50 ~ 75km，深さ
75 ~ 100kmでは，太平洋側の領域

が相対的に highQとなることがわ

かる.ただし， 75km以深では波線

が通らない領域があり，解が計算さ

れていない. 100km ~ 125kmの領

域は波線数が少なく，解は安定して
いない.
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第7図 直上震度の推定への応用例

実線は，宇津 (1988) による深さ 5km，10km， 15kmの標準推定式による値
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今後の課題として，地盤増幅率の寄与部分の考慮や，

Qの周波数依存性の問題等があげられる.周波数依存性

の問題は，今後のデータの蓄積を待って周波数毎の検証

が必要と考えられる.

注)1997年以降の気象庁震度データベースには，最大加

速度と計測震度がある.今，地震波の車越周期が1.6秒以

下であり，ほぽ卓越周期の地震波によって最大加速度と

計測震度が得られていると仮定する.この仮定において，

震度換算式(平成 8年2月15正気象庁告示第4号)

に代入すると，

1=2・log(A . S) +0.94 (a) 

ここで， 1 :計測震度(既知)， A :最大加速度(既

知)， S:各周期の総合補正係数

S は周期0.01秒から 1.6秒の範囲で単調増加であり周

期のみに依存する既知の関数 (3種類のフィルターの積)

である.よって， (a) の関係から Sを求め，対応する周

期を求めることができる.実際の震度電報から得られる

卓越周期の情報と比較した場合数パーセントの範囲内

に収まっている.

4.4 震央付近の震度とMとの関係

震央付近の震度とMとの関係は複雑であり，日本付近

の地震についてこの関係を扱った論文は宇津 (1988)が

ある.宇津 (1988)は， 1，114個の震度データを用い，震

度Iと震源の深さ h，Mなどを丁寧に調査L，次式を得

ている.

M =0.23 1 + 0.105 12 + 1.21ogh + 1.3 

( 8 ) 

ただし， Mが2.0---8.0， hがo---100km (ただし，
hく 3の時h=3)， 1が0---6

を得ている.使用されているデータは体感の震度(整

数値)であり，津波地震早期検知網や一元化(大学等関

係機関の高感度地震計データの統合処理)以前の震源精

度は，相対的に悪い. 1997年以降の計測震度データを十

分に蓄積すれば，特にごく浅い地震の震源距離や地域特

性の加味，表層の影響等も調査することができる.

本稿作成時点まで得られたごく浅い(深さ 3---20km) 

地震について， Mと計測震度の関係を調査した.第7図

は，宇津 (1988)による実験式とともに深さ 3---10km 

または1O ~20km，震央距離10km未満のMと計測震度

の関係を表示したものである.浅い地震はばらつきが大

きいが， Mが大きいところで実験式より上側(震度が大

きくなる側)に位置しているように見えるが，高位の震

度データが少ないことにより はっきりとした傾向は見

えない.やや深い地震では より分布がグラフの右下に

位置し，深さが深くなると震度も小さくなる傾向が伺え

る. しかし，高位の震度データが少ないため，データを

蓄積するとともに体感時代の震度と傾向に相違があるか

などの点についても見る必要がある.

5.今後の課題

過去の地震 J震度データを集積し，活用することは，

種々の方面で役立つと考えられる.このため，気象官署

のみならず，気象通報所、区内気象観測所等のデータ，

また，震度観測が始まった明治時代(1873年頃)以降の

データも機会をとらえて集積する必要がある.これらは

面的に地震動をとらえること 連続的に地震活動を把握

する上で重要である. しかしながら，今固まとめた昭和

以降においてもすでに資料が散逸している官署もあり，

なお時間がかかる仕事となることが考えられる.

活用の面においては 4節にあげた事例の高度化とと

もにその活用例を増やしていく必要がある.また，この

データベースは順次公開する予定である(本稿作成時点

で公開方法は未定に気象庁のみならず，地震学・地震工

学の分野を中心とした研究者の活用のノウハウを取り入

れることも重要であろう.
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